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標の 1 つであった 1 人当たり所得格差の是正は、全国比 7 割程度から進まず、昨今では
貧困問題が注目されるに至っている 1。
＊本研究は沖縄国際大学特別研究費（2014 ～ 2016 年度）による助成を受けている。
1  2015 年 11 月に実施された県内 8 自治体をサンプル（41 万 2805 世帯、子ども数 20 万 3591 人）とし










限界生産性の逓減を通じて 1 人当たり所得の成長率を着実に低下させる。Jones and 
Romer（2010）の「成長に関する新たな定型化された事実（The new Kaldor facts）」に




























の違いによる。そして TFP の違いをもたらすものとして「制度の違いが、低所得と TFP の水準の
国々で観察される成長率の大きな格差の基本的な原因にちがいないという極めて広範な同意が」
ある。さらに制度の形成においては政治が極めて重要な役割を果たすことが Acemoglue, 
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産出、�� � � ��⁄ は効率労働当たり資本である（A はハロッド中立的技術進歩）。他方、（2）式は資











の違いによる。そして TFP の違いを たらすものとして「制度の違いが、低所得と TFP の水準の
国々で観察される成長率の大きな格差の基本的な原因にちがいないという極めて広範な同意が」
ある。さらに制度の形成においては政治が極めて重要な役割を果たすことが Acemoglue, 



















�� � ���          （αは 0＜α＜1 の定数）   （1） 
 ��� ��� � �� � � ����              （2） 
 
ここで、（1）式は効率労働 1 単位当たりの生産関数を表しており �� � ��⁄ 率労働当たり
産出、�� � � ��⁄ は効率労働当たり である（A はハロッド中立的技術進歩）。他方、（2）式は資
本蓄積方程式であり、s は貯蓄率（＝投資率）、n は人口成長率、g は技術進歩率、δは資本減耗
率を表している。（g、n、s、δ、αは定数）。 








人当たり GDP の大きな格差の半分以 し きないのであり、多くは全要素生産性（TFP）
の違いによる。そして TFP の違いを ら も とし 「制度の違いが、低所得と TFP 水準の
国々で観察される成長率の大きな格差 にちがいないという極めて広範な同意が」
ある。さらに制度の形成においては 要な役割を果たすことが Acemoglue, 
Johnson and Robinson（2005）、Acemoglue and Robinson（2012）等により主張されている。 
本稿の目的は、成長会計の手法を用 1972 「復帰」以降の沖縄経済の集計的な成長
要因や労働投入 1 単位当たり生産（労 ） を定量的に明らかにすると同時に現在の
全国最下位 低所得の背景を歴史的 と 関係から考察す ことにある。「琉球処分
（併合）」以降の沖縄で、統治者の沖縄 ような制度形成がなされ、それがどのような
影響を及ぼしてきたのか。植民地主義 る 度と経済制度、経済成果（成長率、生産
性、格差・貧困等）との関係はどのように る について歴史的に検証していく。 
以下、2 節では経済成長と制度の関 ベイを行い、3 節では 1972 年の「復帰」か
ら 2012 年までの沖縄経済の成長要因と の要因を沖縄振興（開発）計画の期間区
分にあわせて成長会計の手法を用いて る。4 節では近年における沖縄の低成長
率の背景を成長理論の援用により供給 イド ら 察する。次いで、島嶼経済ならではの背




2. 経済成長と制度 関係 
2－1. ソロー・モデルの概要 
外生的な技術進歩率を組み入れたソロ ・ ける 2 つの基本方程式は以下の通りで
ある。 
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ここで、（1）式は効率労働 1 単位当 り を表しており、�� � � ��⁄ は効率労働当たり
�� � � ��⁄ り資本 る（A ロッド中立的技術進歩）。他方、（2）式は資
本蓄積方程式であり、s は貯蓄率（＝投 ）、n 成長率、g は技術進歩率、δは資本減耗
率を表している。（g、n、s、δ、αは定数）。 
ソロー・モデルにおいて定常状態に る 単位当たり産出は生産関数と�� � �という
条件により決定される（図 1 参照）。もし おいて定常状態の水準よりも低い効率労
働単位当たり資本をもつ場合（���）、効 り資本は時間が経つに従って徐々に上昇
する。逆に出発点において効率労働単 り 常状態の水準よりも高い場合（���）、徐々




方、(2) 式は資本蓄積方程式であり、s は貯蓄率（＝投資率）、n は人口成長率、g は技術
進歩率、δ は資本減耗率を表している。（g、n、s、δ、α は定数）。
　ソロー・モデルにおいて定常状態における効率労働単位当たり産出は生産関数という条






                　　　　　
　この 2 つの方程式より定常状態における均衡解　　 を求め、これより定常状態での労
働者 1 人当たり産出及び資本 を導出すると以下のようになる。
　（3）、（4）式より定常状態における労働 1 単位当たりの産出 y と資本 k は技術進歩を表
す A と同率で成長し続けることがわかる。A については、ソロー・モデルで一定の技術
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この 2 つの方程式より定常状態における均衡解��∗と��∗を求め、これより定常状態での労働者 1
人当たり産出及び資本�∗、�∗を導出すると以下のようになる。 
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（3）、（4）式より定常状態における労働 1 単位当たりの産出 y と資本 k は技術進歩を表す A と
同率で成長し続けることがわかる。A ついては、ソロー・モデルで一定の技術進歩率 g（�� �⁄ � �）




ソロー・モデルによれば、初期時点での 1 人当たり資本ストックの違いがもたらす国別・地域別 1
人当たり所得水準の相違は、一定の条件下（貯蓄率、人口成長率、技術進歩率等のパラメータが
同じ）では長期的にある定常状態の均斉成長経路に「収束」することが想定されている。この場合、
初期の 1 人当たり資本ストックが低い地域ほど資本蓄積のスピードが速く、1 人当たり産出量（所得）
は 1 人当たり資本の増加関数なのでその成長率も高くなる。1 人当たり資本ストックが高い地域は
その逆となる結果、初期時点で所得水準が異なる地域間の所得水準が長期的には等しくなってい
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人当たり GDP の大きな格差の半分以下しか説明 きないのであり、多くは全要素生産性（TFP）
の違いによる。そして TFP の違いをもたらすものとして「制度の違いが、低所得と TFP の水準の
国々で観察される成長率の大きな格差の基本的な原因にちがいないという極めて広範な同意が」
ある。さらに制度の形成においては政治が極めて重要な役割を果たすことが Acemoglue, 
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は同じであっても、図 1 において A 国の投資率が s、B 国の投資率が s’ で異なる場合（s










る新しい成長理論（内生的成長理論）が発展してきた。その第 1 波である Romer（1986）、
Lucas（1988）は、物理的・人的な資本蓄積からの外部性が持続的な均斉成長を誘発する
新しい成長モデルを提示した。第 2 波である Romer（1990）、Grossman and Helpman
（1991）、Aghion and Howitt（1992）は均斉成長と技術進歩を内生化した。これらについて、
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を考察したのが Acemoglue, Johnson and Robinson（2005）、Acemoglue and Robinson
（2012）、Bowles（2012）である。
　図 2 において①「政治的な諸制度」と②「資源配分」は、ダイナミック・システムにお
ける状態変数を示している 6。この 2 つの状態変数がゆっくり変化することにより、経済
的制度と経済のパフォーマンスを直接的・間接的に決定することになる。まず政治的な諸




























































図 2 政治と制度の関係 
 
                                                 経済的な成果 t 
① 政治的な  ⇒ 法律的な      ⇒ 経済的な ⇒       & 
諸制度 t        政治力 t        諸制度 t            資源配分 t+1 
                 & 
② 資源配分 t  ⇒ 事実上の     ⇒ 政治的な 
               政治力 t        諸制度 t+1 
 
（注）t は現在、t+1 は将来を表す 
（出所）Acemoglu, Johnson and Robinson（2005）, p.392 
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ここで、Y は実質県内総生産、K は実質純資本ストック、L は労働投入量（就業者数×平均労
働時間で表されるマンアワー）、パラメーターA は全要素生産性（TFP）である。コブ・ダグラス型生
産関数においてパラメーターである α は一定（0＜α＜1）、資本と労働のベキ指数の和は 1 で、こ
の生産関数は規模に関して収穫一定（1 次同次関数）である。また α は資本の生産への貢献度
を、1－α は労働の生産への貢献度を意味する。一方、競争的な市場環境（利潤極大化を行う競
争均衡）では、α が資本分配率、1－α が労働分配率にそれぞれ対応する9。（1）式の自然対数を
とり時間 t について微分した上で整理すると以下の式を得る。 
                        （2） 
 
上式の左辺は、全要素生産性＝TFP の成長率であり、（2）式よりわかるように、TFP の成長率




                                                      
8 一方、どのような経路でそれらが 1 人当たり所得に影響を及ぼすのかについてはわかっていないという。 
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8 一方、どのような経路でそれらが 1 人当たり所得に影響を及ぼすのかについてはわかっていないという。 
9 新古典派市場均衡では L の限界生産は実質賃金に等しくなることより、 が成立
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Caves et al.（1982）によって開発された方法を用いて全要素生産性指標（TFP index）
を直接計算する方法もある。本稿では最も簡便な方法としてHayashi and Prescott（2002）
の推計によるα ＝ 0.36、1 －α ＝ 0.64 を用いることにする 12。











　図 3 は沖縄の 1972 年から 2012 年の経済成長要因を「復帰」以降の沖縄振興（開
発）計画期間で区切った上でみたものである 15。これより以下のことが明らかであ
る。
　第 1 に、第 1 次沖縄振興開発計画（沖振計）期の高い成長率とそれを可能にした資本
ストックと全要素生産性（TFP）の高い貢献度が目を引く。「格差是正」と「自立的発展
の基礎条件の整備」を 2 大目標に掲げた第 1 次沖振計期間における実質 7.6％成長に関し
ては、米軍統治下で十分整備されてこなかった生活基盤、交通基盤、産業基盤等のあらゆ
る基礎インフラを同時並行的に進める必要があったことから大規模な公共事業が行われた
ことが背景にある。「復帰 3 大事業」のうち 1973 年 5 月の復帰記念沖縄特別国民体育大
会（若夏国体）に向けた競技施設や道路整備、そして 75 年 7 月～ 76 年 1 月の沖縄国際
海洋博覧会（海洋博）に向けての道路、空港、港湾整備による社会資本整備も重要な要因
11 （1）式について自然対数をとると、 となる。ここで lnA を定数項とし
て扱い、α と 1-α を回帰分析を用いて推計することができる。
12  筆者が県民経済計算より 1972 年から 2012 年までの沖縄の県民雇用者報酬 / 県民所得の平均を計算し
たところ、0.63 であった。この値は Hayashi and Prescott（2002）とほぼ同じ値である。
13  これらについては「R-JIP データベースと整合的な社会資本」として提供されているが、本稿ではこ
のデータは用いていない。
14  R-JIP データベースでは 23 部門の産業別データが提供されている。独立行政法人経済産業研究所の
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1972-1982年（第1次沖縄振興開発計画） 7.592 3.192 1.176 3.224
1982-1992年（第2次沖縄振興開発計画） 2.505 2.252 0.624 -0.371
1992-2002年（第3次沖縄振興開発計画） 1.265 1.327 -0.209 0.146
2002-2012年（沖縄振興計画） 1.388 0.878 -0.018 0.528
第1次沖縄振興開発計画第2次沖縄振興開発計画第3次沖縄振興開発計画 沖縄振興計画
1972-1982年 1982-1992年 1992-2002年 2002-2012年
経済成長率（％） 7.592 2.505 1.265 1.388
資本ストックの貢献 3.192 2.252 1.327 0.878
労働投入（マンアワー）の貢献 1.176 0.624 -0.209 -0.018
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第 3 に、第 1 次沖振計期間以降の低成長の主な原因は、投入要素の限界生産性逓減と TFP
貢献 低迷に求められる。各期間における成長要因をみると第 1 次沖縄振興開発計画期間にお
ける高成長は資本ストックや労働投入（マンアワー）献以上に全要素生産性（TFP）の貢献度が高
かったが、それ以降は TFP の貢献はないか非常に小さくなっている。投入要素の限界生産性逓
減による資本、労働の貢献度低下と TFP 貢献の低迷が低成長の背景にある。 
図 4 の（1）は、民間資本と社会資本（全体及び交通インフラ）の限界生産性の推移を、（2）は交









は、北海道、四国、沖縄で軒並み 100％を超えているが、南関東では 40％にも満たない（図 5 参
照）。 
 








図 5 地域別交通インフラの水準 
 
 
（出所）図 4 に同じ。 
 





と第 1 次沖縄振興開発期（1972～82 年）には両者間に 2.82％の乖離があったが、第 2 次振計期
（1982～1992 年）は 1.97％、第 3 次沖振計期（1992～2002 年）は 0.36％、沖縄振興計画期
（2002～12 年）は 0.33％と徐々に縮小している。つまり、沖縄の経済成長率は理論上の定常状態
における成長率に次第に近づいているようにみえる17。 
第 5 に、（有料道路以外の）道路等の社会資本に対する投資の効果が「復帰」以降の 1972－




考えれば、今後の沖縄経済の更なる成長には TFP の増加が不可欠であることがわかる。 
 
3－3. 労働生産性と TFP の関係 
ここまで沖縄の実質県内総生産成長率の要因をみてきたが、実質県内総生産が拡大していた
                                                      
17 人口成長率の代わりに就業者増加率でみた場合、実際の経済成長率と TFP 成長率+就業者増加率の差は、
第 1 次沖振計期は 2.09％と髙かったが、第 2 次沖振計期は 1.3％、第 3 次沖振計期は 0.74％、沖縄振興計画期






　第 4 に、ソロー・モデルによれば、定常状態において効率労働 1 単位当たり資本
は一定となり、そのとき集計的な総生産の成長率は理論上、ハロッド中立的技術進歩率
と人口成長率の和に等しくなる。各期間の実際の成長率と TFP 成長率及び人口成長率の
和との差を計算すると第 1 次沖縄振興開発期（1972 ～ 82 年）には両者間に 2.82％の乖
離があったが、第 2 次振計期（1982 ～ 1992 年）は 1.97％、第 3 次沖振計期（1992 ～




1972 － 82 年（第 1 次沖縄振興開発計画期間）を除き、TFP にほとんど反映されていない。
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第 1 次沖振計期は 2.09％と髙かったが、第 2 次沖振計期は 1.3％、第 3 次沖振計期は 0.74％、沖縄振興計画期
は 0.14％と着実に縮小している。特に 2002－2012 年の沖縄振興計画期における実際の成長率と TFP 成長率+
就業者増加率との差はほとんどなく、理論値に近い。 
17  人口成長率の代わりに就業者増加率でみた場合、実際の経済成長率と TFP 成長率 + 就業者増加率の
差は、第 1 次沖振計期は 2.09％と髙かったが、第 2 次沖振計期は 1.3％、第 3 次沖振計期は 0.74％、沖
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　労働投入量 1 単位当たり県内総生産（労働生産性）Y/L を y、労働投入量 1 単位当たり








　まず第 1 に、「復帰」当初の第 1 次沖振計期間（1972 ～ 82 年）の高い成長率が注目される。





－ 82 年）では 5.7％あった実質成長率が、その後、1.5％（1982 － 92 年）、1.6％（1992







比例すると考えれば、「労働投入 1 人当たり」は「人口 1 人当たり」と読み替えることができる。 
コブ・ダグラス型生産関数は 1 次同次性（規模に関する収穫一定）を満たしていることより、先の




労働投入量 1 単位当たり県内総生産（労働生産性）Y/L を y、労働投入量 1 単位当たり資本投
入量（資本装備率）K/L を k と定義すると以下のようになる。 
 
                               （3） 
 
（3）式の自然対数をとり、時間 t で微分した上で整理すると（4）式が導出できる。 
                         （4） 
 
（4）式より、労働力 1 人当たり県内総生産（労働生産性）の上昇率＝TFP の上昇率＋資本分
配率×資本装備率の上昇率という関係が成り立っていることがわかる。労働投入のデータにこれま
で同様マンアワーを用いた結果が図 6 である。これより以下のことがわかる。 
まず第 1 に、「復帰」当初の第 1 次沖振計期間（1972～82 年）の高い成長率が注目される。そ
れを可能にしたのは TFP の 3.17％の高い成長率（56％の貢献）である。また資本装備率の成長
率も 2.48％（44％の貢献）あった。ここでも「復帰」に伴う「大規模な制度変更」の効果をみることが
できる。 
第 2 に、第 2 次沖振計期（1982～1992 年）以後、実質県内総生産の成長と同様、マンアワー
当たり成長率（労働生産性）の着実な低下がみられる。第 1 次沖縄振興開発計画期間（1972－82
年）では 5.7％あった成長率が、その後、1.5％（1982－92 年）、1.6％（1992－02 年）、1.4％
（2002－12 年）に大きく低下した。 
第 3 に、成長率低下の原因は投入要素拡大による限界生産性逓減と TFP の低迷による。復
帰当初（1972－82 年）は 3.17％の貢献（全体の 56％の貢献）をしていた TFP はその後、-0.37％
（-24.5％の貢献）、0.15％（同 9.4％ 、0.53％（同 37％）に低下すると同時に資本装備率の貢献も
2.48％（同 44％）から 1.88％（同 124.5％）、1.45％（同 90.6％）、0.89％（同 63％）と低下してい
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帰当初（1972－82 年）は 3.17％の貢献（全体の 56％の貢献）をしていた TFP はその後、-0.37％
（-24.5％の貢献）、0.15％（同 9.4％）、0.53％（同 37％）に低下すると同時に資本装備率の貢献も
2.48％（同 44％）から 1.88％（同 124.5％）、1.45％（同 90.6％）、0.89％（同 63％）と低下してい







比例すると考えれば、「労働投入 1 人当たり」は「人口 1 人当たり」と読み替えることができる。 
コブ・ダグラス型生産関数は 1 次同次性（規模に関する収穫一定）を満たしていることより、先の




労働投入量 1 単位当たり県内総生産（労働生産性）Y/L を y、労働投入量 1 単位当たり資本投
入量（資本装備率）K/L を k と定義すると以下のようになる。 
 
                               （3） 
 
（3）式の自然対数をとり、時間 t で微分した上で整理すると（4）式が導出できる。 
                         （4） 
 
（4）式より、労働力 1 人当たり県内総生産（労働生産性）の上昇率＝TFP の上昇率＋資本分
配率×資本装備率の上昇率という関係が成り立っていることがわかる。労働投入のデータにこれま
で同様マンアワーを用いた結果が図 6 である。これより以下のことがわかる。 
まず第 1 に、「復帰」当初の第 1 次沖振計期間（1972～82 年）の高い成長率が注目される。そ
れを可能にしたのは TFP の 3.17％の高い成長率（56％の貢献）である。また資本装備率の成長
率も 2.48％（44％の貢献）あった。ここでも「復帰」に伴う「大規模な制度変更」の効果をみることが
できる。 
第 2 に、第 2 次沖振計期（1982～1992 年）以後、実質県内総生産の成長と同様、マンアワー
当たり成長率（労働生産性）の着実な低下がみられる。第 1 次沖縄振興開発計画期間（1972－82
年）では 5.7％あった成長率が、その後、1.5％（1982－92 年）、1.6％（1992－02 年）、1.4％
（2002－12 年）に大きく低下した。 
第 3 に、成長率低下の原因は投入要素拡大による限界生産性逓減と TFP の低迷による。復
帰当初（1972－82 年）は 3.17％の貢献（全体の 56％の貢献）をしていた TFP はその後、-0.37％
（-24.5％の貢献）、0.15％（同 9.4％）、0.53％（同 37％）に低下すると同時に資本装備率の貢献も
2.48％（同 44％）から 1.88％（同 124.5％）、1.45％（同 90.6％）、0.89％（同 63％）と低下してい
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入量（資本装備率）K/L を k と定義すると以下のようになる。 
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（3）式の自然対数をとり、時間 t で微分した上で整理すると（4）式が導出できる。 
                         （4） 
 
（4）式より、労働力 1 人当たり県内総生産（労働生産性）の上昇率＝TFP の上昇率＋資本分
配率×資本装備率の上昇率という関係が成り立っていることがわかる。労働投入のデータにこれま
で同様マンアワーを用いた結果が図 6 である。これより以下のことがわかる。 
まず第 1 に、「復帰」当初の第 1 次沖振計期間（1972～82 年 の高い成長率が注目される。そ
れを可能にしたのは TFP の 3.17％の高い成長率（56％の貢献）である。また資本装備率の成長
率も 2.48％（44％の貢献）あった。ここでも「復帰」に伴う「大規模な制度変更」の効果をみることが
できる。 
第 2 に、第 2 次沖振計期（1982～1992 年）以後、実質県内総生産の成長と同様、マンアワー
当たり成長率（労働生産性）の着実な低下がみられる。第 1 次沖縄振興開発計画期間（1972－82
年）では 5.7％あった成長率が、その後、1.5％（1982－92 年）、1.6％（1992－02 年）、1.4％
（2002－12 年）に大きく低下した。 
第 3 に、成長率低下の原因は投入要素拡大による限界生産性逓減と TFP の低迷による。復
帰当初（1972－82 年）は 3.17％の貢献（全体の 56％の貢献）をしていた TFP はその後、-0.37％
（-24.5％の貢献 、0.15％（同 9.4％）、0.53％（同 37％）に低下すると同時に資本装備率の貢献も
2.48％（同 44％）から 1.88％（同 124.5％）、1.45％（同 90.6％）、0.89％（同 63％）と低下してい
る。よって、特に 1982－1992 年と 1992－2002 年の両期間に関しては、ほぼ資本深化（K/L の
1972-1982年（第1次沖縄振興開発計画） 5.65 3.17 2.48
1982-1992年（第2次沖縄振興開発計画） 1.51 -0.37 1.88
1992-2002年（第3次沖縄振興開発計画） 1.60 0.15 1.45










1972‐1982年 1982‐1992年 1992‐2002年 2002‐2012年
TFPの貢献 資本装備率の貢献 労働力1人当たり成長率（％）
図 6　マンアワー当たり成長率（労働生産性）の要因（％）
マンアワー り 長率 (％）
― 16 ― ― 17 ―
沖縄経済の成長、生産性と「制度」に関する一考察 沖縄経済の成長、生産性と「制度」に関する一考察
総生産 / マンアワー）、資本装備率（実質純資本ストック / マンアワー）、TFP の推移を示し
たものである 18。まず図 7 より明らかなように、沖縄の労働生産性は 1972 年の「復帰」か






18  TFP については より計算。
19  1972 ～ 2012 年の労働生産性の年率成長率は全国 2.49％、沖縄 2.53％であり、沖縄が全国を上回っ
ているが、これは 1972 年時点の沖縄の労働生産性が極端に低かったことによる。1972 ～ 75 年にかけ
て沖縄の労働生産性が一時的に急上昇していることより、1972 ～ 2012 年の期間を労働生産性の急上昇












      （資料）図 1 に同じ。 
 




を、労働生産性、資本装備率、TFP それぞれを時系列の推移より比較する。なお、図 7 において
縦軸を自然対数値で表示しているので、グラフの傾きは変化率を表している（以下、同様）。 
図 7 から 9 はそれぞれ 1972 年から 2012 年までの沖縄と全国の労働生産性（実質県内総生
産/マンアワー）、資本装備率（実質純資本ストック/マンアワー）、TFP の推移を示したものである
18。まず図 7 より明らかなように、沖縄の労働生産性は 1972 年の「復帰」から 1975 年にかけて急
激に上昇し、1975 年には一時的に全国を超えたものの、直後に低下し、それ以降は徐々に全国
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47 沖縄 0.26 0.54 0.57 0.74 0.58 0.59
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47 沖縄 0.75 1.00 1.15 1.23 1.22 1.22























































　図 8 は資本装備率（実質純資本ストック / マンアワー）より沖縄と全国の資本深化の推
移をみたものである。図より明らかなように沖縄と全国の資本深化の推移は、1973 年か
ら 1976 年頃に一時的に沖縄が全国を上回ったものの、その後 2003 年頃までほぼ同じ動
きをしている。しかし、2003 年より両者の間に若干、乖離がみられる。
 
　最後に図 9 は TFP 水準の推移を示している。労働生産性同様、1972 年から 1975 年
にかけて沖縄の TFP 水準が大きく改善し、一時的に 1975 年には全国超えを果たしたが、







　図 7 と図 9 では、労働生産性、TFP を時系列の推移でみてきた。次に、2012 年時点で
の両者の関係をクロスセクションでみておきたい。図 10 は 2012 年における労働生産性
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47 沖縄 0.26 0.54 0.57 0.74 0.58 0.59















































































































































20  コブ・ダグラス型生産関数 は 1 次同次性を満たしていることよりK とL の投入を 1/
L 倍すると を得る。ここで とすると、 となる。これを
全国＝ 1 として基準化したものが図 10 である。
16 
 
図 8 は資本装備率（実質純資本ストック/マンアワー）より沖縄と全国 資本深化の推移をみた






最後に図 9 は TFP 水準の推移を示している。労働生産性同様、1972 年から 1975 年にかけ
て沖縄の TFP 水準が大きく改善し、一時的に 1975 年には全国超えを果たしたが、その後は大き






3－5. 労働生産性と TFP の相関関係 
図 6 と図 8 では、労働生産性、TFP を時系列の推移でみてきた。次に、2012 年時点での両者
の関係をクロスセクションでみておきたい。図 9 は 2012 年における労働生産性と TFP の値の関
係を示したものである20。TFP の値を労働生産性に回帰させてみると次の推定値を得る。 
 
47 都道府県の労働生産性 ＝ -0.025 + 1.030（47 都道府県の TFP） 
                           （-0.465） （18.505）*  自由度調整済み R2 乗＝0.881 
                                                      
20コブ・ ス型生産関数 たしていることより K と L の投入を 1/L 倍すると
を得る。ここで ｙ、 とすると、  より  となる。これを全国＝1 として基準




























































最後に図 9 は TFP 水準の推移を示している。労働生産性同様、1972 年から 1975 年にかけ
て沖縄の TFP 水準 大きく改善し、一時的に 1975 年には全国超えを果たしたが、その後は大き
な変動を伴いながら沖縄の TFP 上昇率が低迷する。一方、全国の TFP は着実な成長を遂げるこ
とにより沖縄との格差を大きく広げていることがわかる。 




3－5. 労働生産性と TFP の相関関係 
6 と図 8 では、労働生産性、TFP を時系列の推移でみてきた。次に、2012 年時点での両者
の関係をクロスセクションでみておきたい。図 9 は 2012 年における労働生産性と TFP の値の関
係を示したものである20。TFP の値を労働生産性に回帰させてみると次の推定値を得る。 
 
47 都道府県の労働生産性 ＝ -0.025 + 1.030（47 都道府県の TFP） 
                           （-0.465） （18.505）*  自由度調整済み R2 乗＝0.881 
                      
20コブ・ダグラス型生産関数 は 1 次同次性を満たしているこ より K と L の投入を 1/L 倍すると
。こ で ｙ、 とすると、  より  となる。これを全国＝1 として基準






















































ものである。図より明らかなように沖縄と全国の資本深化の推移は、1973 年から 1976 年頃に一時





最後に図 9 は TFP 水準の推移を示している。労働生産性同様、1972 年から 1975 年にかけ
て沖縄の TFP 水準が大きく改善し、一時的に 1975 年には全国超えを果たしたが、その後は大き






3－5. 労働生産性と TFP の相 関係 
図 6 と図 8 では、労働生産性、TFP を時系列の推移でみてきた。次に、2012 年時点での両者
の関係をクロスセクションでみておきたい。図 9 は 2012 年における労働生産性と TFP の値の関
係を示したものである20。TFP の値を労働生産性に回帰させてみると次の推定値を得る。 
 
47 都道府県の労働生産性 ＝ -0.025 + 1.030（47 都道府県の TFP） 
      （-0.46 ） （18.505）*  自由度調整済み R2 乗＝0.881 
          
20コブ・ダグラス型生産関数 は 1 次同次性を満たしていることより K と L の投入を 1/L 倍すると
を得る。ここ ｙ、 ると、  より  となる。これを全国＝1 として基準





















































図 8 は資本装備率（実質純資本ストック/マンアワー）より沖縄と全国 資本深化の推移をみた
ものである。図 り明らかなように沖縄と全国 資本深化の推移は、1973 年から 1976 年頃に一時





最後に図 9 は TFP 水準の推移を示している。労働生産性同様、1972 年から 1975 年にかけ
て沖縄の TFP 水準が大きく改善し、一時的 1975 年には全国超えを果たしたが、その後は大き
な変動を伴いながら沖縄の TFP 上昇率が低迷する。一方、全国の TFP は着実な成長を遂げるこ
により沖縄との格差を大きく広げてい ことがわかる。 




3－5. 労働生産性と TFP の相 関係 
図 6 と図 8 では、労働生産性、TFP を時系列の推移でみてきた。次に、2012 年時点での両者
の関係をクロスセクションでみておきたい。図 9 は 2012 年における労働生産性と TFP 値の関
係を示したものである20。TFP の値を労働生産性に回帰させてみると次の推定値を得る。 
 
47 都道府県の労働生産性 ＝ - .025 + 1.030（47 都道府県の TFP） 
                           （-0.465） （18. 05）*  自由度調整済み R2 乗＝0.881 
                           
20コブ・ダグラス型生産関数 は 1 次同次性を満たしていることより K と の投入を 1/L 倍すると
を得る。 こで ｙ、 する  より  と 。これを全国＝1 として基準
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　   47 都道府県の労働生産性 ＝ -0.025 + 1.030（47 都道府県の TFP）
　　　　　　　　　　　　 　　（-0.465）　（18.505）**　　自由度修正済み R2 乗＝ 0.881
　TFP の推定値は統計的に 1％水準での有意（両側）を表していること（括弧内は t 値）、
自由度修正済み決定係数の値が 0.881 と高いことより、労働生産性を決める上で TFP が
重要な役割を果たしていることがわかる 21。「物理的・人的資本の投入物を効率的に使え
















北 海 道 0.808 0.832
青 森 県 0.740 0.792
岩 手 県 0.857 0.803
宮 城 県 0.963 0.940
秋 田 県 1.022 1.022
山 形 県 0.964 0.893
福 島 県 0.953 0.937
茨 城 県 0.932 0.990
栃 木 県 1.141 1.138
群 馬 県 0.941 0.936
埼 玉 県 0.922 0.906
千 葉 県 0.895 0.954
東 京 都 1.253 1.184
神 奈 川 県 0.994 1.039
新 潟 県 0.858 0.903
富 山 県 0.956 1.008
石 川 県 0.974 1.011
福 井 県 0.973 1.045
山 梨 県 1.205 1.195
長 野 県 1.264 1.216
岐 阜 県 0.955 0.912
静 岡 県 1.098 1.120
愛 知 県 1.042 1.056
三 重 県 1.205 1.324
滋 賀 県 1.113 1.225
京 都 府 1.062 1.010
大 阪 府 1.022 0.994
兵 庫 県 0.973 1.014
奈 良 県 0.859 0.835
和 歌 山 県 0.871 0.895
鳥 取 県 0.699 0.586
島 根 県 0.846 0.871
岡 山 県 0.848 0.850
広 島 県 1.024 1.015
山 口 県 0.964 1.017
徳 島 県 1.088 1.137
香 川 県 0.938 0.920
愛 媛 県 0.872 0.865
高 知 県 0.785 0.745
福 岡 県 0.909 0.869
佐 賀 県 0.835 0.858
長 崎 県 0.887 0.837
熊 本 県 0.957 0.904
大 分 県 0.919 0.958
宮 崎 県 0.882 0.862
鹿 児 島 県 0.884 0.843
沖 縄 県 0.691 0.744























21  なお、相関係数でみても両者の関係は Pearson の相関係数で 0.940、スピアマンの ρでは 0.941 と高く、
いずれも 1％水準で有意（両側）となっている。

























0 産業計 74.4 100.0
1 農林水産業 85.6 2.1
2 鉱業 95.9 0.1
3 食料品 73.6 2.5
4 繊維 61.9 0.1
5 パルプ・紙 51.9 0.1
6 化学 41.1 0.2
7 石油・石炭製品 93.3 0.9
8 窯業・土石製品 66.5 0.5
9 一次金属 120.4 0.2
10 金属製品 80.3 0.2
11 一般機械 47.3 0.0
12 電気機械 57.4 0.3
13 輸送用機械 32.2 0.0
14 精密機械 13.2 0.0
15 その他の製造業 60.5 0.7
16 建設業 95.0 9.0
17 電気・ガス・水道業 97.2 2.8
18 卸売・小売業 77.4 11.5
19 金融・保険業 69.6 3.3
20 不動産業 90.7 1.8
21 運輸・通信業 96.9 9.3
22 サービス業（民間、非営利） 83.0 35.4



























加率の高さである。例えば、2002 ～ 2012 年の年平均人口増加率をみると全国が 0.002％































































3 3 3 3 3
となっていく」からである。（傍点筆者追加）。
　富永（1995）の所得推計によると、「琉球処分」からまもない 1885 年の沖縄県の人口
1 人当たり所得の全国比は現在よりも高い 75 ～ 80％であった。しかし、1900 年にそれ
就業者数/人口*100
1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978
沖縄県 38.2 38.4 37.6 37.3 37.6 38.3 39.1
東京 60.9 62.4 62.0 62.4 62.5 63.2 63.7
全国 51.1 51.5 50.6 49.9 49.8 50.0 50.0
全国との乖離（沖縄 -12.9 -13.2 -13.0 -12.6 -12.3 -11.7 -10.9




1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978
沖縄県 38.2 38.4 37.6 37.3 37.6 38.3 39.1
東京 60.9 62.4 62.0 62.4 62.5 63.2 63.7
全国 51.1 51.5 50.6 49.9 49.8 50.0 50.0
全国との乖離（沖縄 -12.9 -13.2 -13.0 -12.6 -12.3 -11.7 -10.9
全国との乖離（東京 9.8 10.9 11.4 12.4 12.7 13.2 13.6
1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988
沖縄県 41.0 41.7 41.6 41.7 41.8 41.8 42.2
東京 66.7 68.5 68.7 69.1 69.5 70.3 71.5
全国 50.2 50.6 50.5 50.4 50.4 50.4 50.7
全国との乖離（沖縄 -9.2 -8.9 -8.9 -8.7 -8.6 -8.5 -8.6
全国との乖離（東京 16.6 17.9 18.2 18.7 19.1 19.9 20.8
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998
沖縄県 43.8 43.9 43.8 43.7 43.8 44.2 43.9
東京 76.5 76.9 77.1 77.3 77.1 77.1 76.4
全国 53.2 53.3 53.2 53.2 53.2 53.4 52.6
全国との乖離（沖縄 -9.4 -9.4 -9.4 -9.5 -9.4 -9.2 -8.7
全国との乖離（東京 23.2 23.6 23.9 24.1 24.0 23.7 23.8
2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
沖縄県 42.2 42.0 42.0 42.0 42.5 43.1 43.4
東京 70.9 69.6 69.0 68.5 68.5 69.0 68.0
全国 50.0 49.8 49.8 50.0 50.2 50.4 50.3
全国との乖離（沖縄 -7.8 -7.7 -7.8 -8.0 -7.7 -7.3 -6.9



















































22  それ以前に 1609 年の薩摩藩侵攻により琉球王国は崩壊の危機に瀕したものの、1879 年の日本による
琉球併合である「琉球処分」までは琉球国の自立性（自己決定権）回復の努力により明・清との朝貢関
係も継続され、国家的機能を維持していたことがわかっている（豊見山 , 2004、平良 , 2011）。渡辺（2012）
は近世琉球（1609 年の薩摩侵攻から 1879 年の「琉球処分」までの期間）の国家的特質と歴史的意義として、









は 50 ～ 60％へ、1915 年には更に 38 ～ 40％に大きく低下した。その後、1920 年には
45％、1925 年には 46％に上昇するものの、再び下降して 1930 年 36％、1935 年 38％、






























1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978
沖縄県 38.2 38.4 37.6 37.3 37.6 38.3 39.1
東京 60.9 62.4 62.0 62.4 62.5 63.2 63.7
全国 51.1 51.5 50.6 49.9 49.8 50.0 50.0
全国との乖離（沖縄 -12.9 -13.2 -13.0 -12.6 -12.3 -11.7 -10.9
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全国との乖離（東京 16.6 17.9 18.2 18.7 19.1 19.9 20.8
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998
沖縄県 43.8 43.9 43.8 43.7 43.8 44.2 43.9
東京 76.5 76.9 77.1 77.3 77.1 77.1 76.4
全国 53.2 53.3 53.2 53.2 53.2 53.4 52.6
全国との乖離（沖縄 -9.4 -9.4 -9.4 -9.5 -9.4 -9.2 -8.7
全国との乖離（東京 23.2 23.6 23.9 24.1 24.0 23.7 23.8
2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
沖縄県 42.2 42.0 42.0 42.0 42.5 43.1 43.4
東京 70.9 69.6 69.0 68.5 68.5 69.0 68.0
全国 50.0 49.8 49.8 50.0 50.2 50.4 50.3
全国との乖離（沖縄 -7.8 -7.7 -7.8 -8.0 -7.7 -7.3 -6.9





































































で輸入することやインフレ抑制を目的とした布令第 6 号「琉球列島における軍の B 円交
換率」（1950 年 4 月 12 日）は「1 ドル＝ 120B 円」という「異常ともいえる “B 円高 ” の
為替レート」設定を通じて輸入依存経済をもたらした。基地建設のための労働力確保を目
的とした布令 7 号「琉球人の雇用、職種および賃金」（ 1950 年 4 月 12 日）は基地労働者
の賃金を一挙に 3 倍にまで引き上げることにより基地労働を花形職業へ転換、沖縄を基
地依存経済へ仕立てた（平良、 2012）。土地の強制収用による基地の安定的確保を目的と
した布令 109 号「土地収用令」（1953 年 4 月 3 日）は基地の拡大をもたらした。外資導
入促進を目的としたドル通貨制に立脚する「自由化体制（貿易・為替及び資本取引の大幅





































































1952 年 11 月にようやく軍用地賃貸借契約のための布令 91 号「契約権」が交付された（そ
れ以前は「陸戦の法規慣例に関する条約（陸戦条約）」をたてに、占領当初の軍用地だけ
でなくその後の新規接収に対しても無償のまま使用）。しかし、劣悪な条件（20 年という
契約期限の長さ、１坪の年間賃料の安さ）から 9 割以上の地主が契約拒否すると 1953 年
に 12 月に布告 26 号を交付して「長期にわたる使用の事実によって「黙契」（暗黙の契約）
が成立している」とみなした（新崎、 2005; 沖縄人権協会編、 2012）。さらに、新たに必




































北海道 4,274 1.62 83,423.82 22.07 0.01 0.06 キャンプ千歳
青森県 23,743 8.98 9,645.56 2.55 0.25 3.77 三沢飛行場
埼玉県 2,033 0.77 3,797.75 1.00 0.05 0.76
東京都 13,266 5.02 2,191.00 0.58 0.61 9.06
千葉県 2,095 0.79 5,157.64 1.36 0.04 0.58 木更津飛行場
神奈川県 14,744 5.58 2,415.92 0.64 0.61 9.18 横須賀海軍施設
静岡県 1,205 0.46 7,777.43 2.06 0.02 0.22 富士営舎地区
京都府 35 0.01 4,612.19 1.22 0.00 0.01 経ヶ岬通信所
広島県 3,539 1.34 8,479.47 2.24 0.04 0.59 川上弾薬庫
山口県 8,669 3.28 6,112.34 1.62 0.14 2.06 岩国飛行場
福岡県 23 0.01 4,986.40 1.32 0.00 0.01 板付飛行場
長崎県 4,686 1.77 4,132.20 1.09 0.11 1.63 佐世保海軍施設
沖縄県 186,092 70.38 2,281.14 0.60 8.16 391.4 嘉手納飛行場
上記以外の34府県 0 0.00 232,958.71 61.63 0.00 0 なし
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注 1：在日米軍施設は大きく「米軍専用施設」と「米軍が一時的に使用できる自衛隊基地（共同使用施設）」の 2 つに分類され、「米軍専用施設」
は次の （1） と （2） から成る。 （1） 日米地位協定第 2 条第 1 項 （a） に基づき、 米軍が単独で使用している施設 ・ 区域、 （2） 同協定
第 2 条第 1 項 （a） 及び第 2 条第 4 項 （a） に基づき米軍の 「正規の使用目的にとって有害でない」 など一定の条件の下に、 自衛隊に
使用を認める米軍施設 ・ 区域。 （1）、 （2） の米軍専用施設は、 米軍が基地の排他的管理権をもち、 その運用で日本の法制度が適用除
外される特権が認められている。 一方、「米軍が一時的に使用できる自衛隊基地 （共同使用施設）」 は在日米軍施設に含まれるとはいえ、
基本的に自衛隊基地であるため日本の法律が適用され、 米軍がそこを一時的に使用する場合にも、 基本的に日本の管理権に添った対応
となる点で大きな違いがある。 なお、 上記 （2） に該当する 「米軍専用施設」 に三沢 （青森県）、 横田 （東京都 ・ 埼玉県）、 横須賀 （神
奈川県）、 岩国 （山口県）、 佐世保 （長崎県） も含まれている。
注 2 ： 係数は四捨五入によっているので符合しない場合がある。
注 3 ： 「各都道府県面積に占める米軍専用施設面積の割合」 は千m2 を km2 に換算 （千 m2 × 0.001 ＝ km2） した上で算出した。
注 4 ： 在日米軍施設 ・区域の状況は 2017 年 3 月 31 日現在、 都道府県面積は 2016 年 10 月 1 日現在。
注 5 ： 基地負担は以下の式で計算。 基地負担倍率＝ （米軍専用施設全面積に占める当該都道府県米軍専用施設の割合 a/ 全国の面積に占
める当該都道府県面積の割合 b） /{ （100-a） / （100-b） }	 	 	 	 	 	
（資料） 防衛省 ・自衛隊のサイト （http://www.mod.go.jp/j/approach/zaibeigun/us_sisetsu） および国土交通省 ・国土地理院のサイト	
　　　　　（http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO-title.htm） より作成 （それぞれ 2017 年 11 月 3 日アクセス） より作成。
― 28 ― ― 29 ―
沖縄経済の成長、生産性と「制度」に関する一考察 沖縄経済の成長、生産性と「制度」に関する一考察
　表 4 は在日米軍施設・区域（専用施設）の都道府県別負担の現状を示している。47 都
道府県中、米軍専用施設を有する都道府県は 13、米軍事用施設が全く存在しない地域は
34 の府県となっている。米軍専用施設を有する 13 都道府県のうち沖縄の負担は面積で日
本全体の 70.38％、全国に対する相対的な面積比でみた基地負担倍率は 391 倍となってい
る（専用施設のある沖縄島・伊江島のみで計算すると 720 倍）。基地負担率でみて沖縄に
次ぐ負担をしている神奈川で同数値は 9.18 倍、米軍専用施設割合は 5.58％にすぎない。
なお、米軍専用施設のある沖縄島・伊江島の面積に占める専用施設割合は 15％にも達す
ることより、土地の有効利用が妨げられてきた。













発期（1972 ～ 82 年）では資本ストックと TFP が同程度に貢献することにより高い成長
率を実現していた。「復帰」に伴う「大規模な制度変更」による一時的な「水準効果」が
その一因と考えられる。しかし、その後、政策転換は高い成長率を持続させる「成長効果」





ことが判明した。TFP と労働生産性の 47 都道府県を用いたクロスセクション分析からも
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